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はじめに 

 本稿は、液晶部材取引におけるサプライチェーンの実態を分析することにより、液晶部

材取引の構造をより正確に捉えることを目的としている。 
 こんにち、電機業界ではデジタル家電製品が市場を牽引しているが、その中でも薄型テ

レビ、特に液晶テレビが占める割合は大きい。2008年秋のリーマンショック以降、世界的

な不況が襲ったが、中国での農村部への家電普及率を上げるための「家電下郷」政策や日

本でのエコポイント制度など、各国の経済政策の恩恵もあり、予想を超える速さで回復し、

さらにその勢いが増している。しかし、急速な普及による価格下落も同時に起こっており、

このような中で巨大な設備投資に耐えられず、液晶パネル生産から撤退する企業が出るな

ど、液晶パネルメーカーの淘汰が進んでおり、現在では日本、台湾、韓国の各国企業に中

国企業を加えた企業群が熾烈な競争を繰り広げている。 
一方で、液晶パネル部材に目を転じると、そこでは日本企業のプレゼンスが圧倒的に高

い。例えば、液晶材料、偏光板、カラーフィルターなどである。日本部材メーカーは、日

韓台の各パネルメーカーに製品供給し、また、国内生産だけでなく、パネルメーカーの動

向に併せ、韓国などへの海外展開も積極的に行っている。このように一大産業となった感

のある液晶産業であるが、現実の部材ビジネスのありようについては明らかにされていな

い点が多い。 
金（2006）は、液晶部材の企業間関係について、長期的な相対関係と短期的な市場取引

関係が絡み合う様相を描いて見せたが、他方で、具体的なビジネスプレイヤーの存在につ

いては必ずしも言及していない。一方、岡本（1995）は、生産・販売統合システムの構築

が、現代の巨大企業の競争のひとつの焦点であると主張し、生産と販売のインターフェイ

スに着目した。そして、鉄鋼業・半導体産業の取引のありようの分析から、それぞれの産

業のサプライチェーンにおいて、鉄鋼商社や半導体商社の存在を浮き彫りにする等、具体

的なビジネスプレイヤーの存在を明らかにした。 
本稿の主題である液晶部材取引におけるサプライチェーンの実態をみると、そこでは黒

田電気をはじめとする商社が介在し、液晶パネル生産におけるオペレーション上の部材の

品揃えや安定供給に大きな役割を果たしているケースも多くみられる。そこで、本稿では

液晶部材取引を分析対象とし、一般的に部品商社と呼ばれる生産財商社に着目し、サプラ

イチェーンのありようを考察する。そして、SCM論と生産財商社の関係についても若干の

検討を加える。 
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本稿は、生産財商社に着目するものであるが、商社機能にのみ着目した議論を提供する

ことが目的ではなく、液晶部材のサプライチェーンの実態を描くことで、液晶パネル産業

の構造をより正確に捉え、サプライチェーンにおける生産財商社の役割を明らかにするも

のである。 
 
1. SCM 論と生産財商社との関係 

1.1 SCM論 
本稿は液晶部材市場におけるサプライチェーンを分析対象とするが、そのサプライチェ

ーンマネジメント（以下、SCM）に関する分析概念をポイントを絞って簡単に整理する。 

わが国ではバブル経済崩壊後の不安定な市場を背景に、1990年半ば頃から、これまで会

社や部門ごとの最適化、効率化にとどまっていた情報や物流の流れを、サプライチェーン

全体で捉えなおし、ITの活用による部門間あるいは企業間における情報共有化やビジネス

プロセスの改善に取り組むことにより、サプライチェーン全体のキャッシュフローを向上

させる SCMに注目が集まり、日本企業においても盛んに導入が試みられている。 

SCMが発展した背景について、秋川（2009）は急速な経済環境の変化にあると指摘し、

具体的には消費者ニーズの多様化・高度化とグローバリゼーションの進展をあげている。

また、インターネットを始めとする ITインフラの目覚ましい発展により、情報交換技術の

発達や標準化が果たした役割も見逃せない。 

現実社会における SCMの拡大に応じて SCMを対象とする学術的な研究蓄積が進み様々

な議論や視点が提示されている（藤野〔1999〕、伊佐田・小林〔2001〕、松丸〔2003〕）が、

しかし、今日においても統一的な見解はみられない（小林〔2005〕、諸上〔2007〕）。   

SCMの概念は、ロジスティクスの研究から発展してきたといわれている（Bechtel and 

Jayaram〔1997〕）が、現在では SCMの一部がロジスティクスである（Mentzer，DeWitt，

keebler，Min，W,Nix，and Smith〔2001〕）と捉えることが一般的となっている。 

藤野（1999）は、SCMについて「激変する市場の状況変化に対してサプライチェーン全

体を俊敏（アジル）に対応させ、ダイナミックに最適化を図ること」と定義付け、資材の

調達から最終消費者に届けるまでの商材の流れや資材の調達から生産・販売・物流といっ

た業務の流れの視点で SCMを捉えている。そして、「サプライチェーン上の業務全体を管

理することが SCMである」1と述べている。また、松丸（2003）は業務の流れに加え、取

引の流れも SCMの対象になるとした上で、「企業内の購買（調達）、生産、配送、販売（営

業）、決済といった業務の一連の流れを対象としたもの」と「供給業者（Supplier）、製造業

者（Manufacture）、卸売業者ないし物流業者（Wholesaler）、小売業者（Retailer）、顧客

（Consumer）ないし消費者（Consumer）といった取引を対象としたもの」2の 2つの流れ

があると指摘し、これら 2つは独立したものではなく相互に関係し、サプライチェーン全

                                                  
1 藤野（1999）p.16. 
2 松丸（2003）p.4. 
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体における業務や取引の流れをマネジメントするのが、SCMであると述べている。そして、

Simchi-Levi,D，Kaminsky， Simchi-Levi,E.（2000）は、「供給、生産、倉庫、店舗を効果的

に統合するための方法であり適切な量を適切な場所へ、適切な時期に生産・配送し、要求

されるサービスレベルを満足させつつ、システム全体の費用を最小化することを目的とす

る」3と述べ、商材の流れ、業務の流れの視点で、顧客満足度向上と SCM全体のコスト削

減の視点を加え定義付けを行っている。 

一方、SCを構成する主体間の組織間マネジメントに着目した定義を行っているのが伊佐

田・小林（2001）である。伊佐田・小林は、複数の組織間での商材の流れ（物流）と情報

や代金決済の流れ（商流）が SCMの対象であるとした上で、SCMは「単一の企業組織の

みに着眼するのではなく、複数の企業組織にまたがる組織間関係をマネジメントする 1つ

の手法であり、サプライチェーンの典型は、部材サプライヤーからメーカーへ、そして卸

売・小売の流通業者を通って、商品がエンド・ユーザーに至るまでの垂直的産業流列であ

る」4と定義している。彼らは、商材が部材サプライヤーからエンド・ユーザーに至るまで

のモノの流れを視点に、その間に関係する組織間マネジメントに着目しているのである。

この組織間マネジメントにより、商材の流れを円滑化し、サプライチェーン全体の利益最

大化とサプライチェーンに参加する企業の最適化を目指すことができると指摘している5。 

そのような中で富野（2007）は、これまでの議論を統合するように、藤野（1998）の定

義を引用し、「資材や部品の調達から完成品の販売にいたるまでのモノと情報の流れを、小

売り・卸・製造業・部品サプライヤー等のサプライチェーン上の各企業間全体で統合的に

管理し、不確実性の高い市場環境に機敏に対応し全体最適を目指す」という大きな概念は

共通していると指摘しており、大きくはこの概念の中でサプライチェーン全体における業

務や取引の流れをマネジメントすること、そのマネジメントには顧客満足度向上と SCM

全体のコスト削減の視点が加わる一方、サプライチェーンは複数の組織間にまたがること

もあることから、商材の流れやサプライチェーン全体の利益最大化とサプライチェーンに

参加する企業活動を最適化するためには、組織間マネジメントのあり方が問われてくるこ

とになるのである。 

 

1.2 部品商社について 
本稿で着目する「生産財商社」を対象とした研究はそれほど多くない（竹村〔2007〕）6。

その中で、岡本（1995）が鉄鋼業・半導体産業の取引のありようの分析から、それぞれの

産業のサプライチェーンにおいて、具体的なビジネスプレイヤーである鉄鋼商社や半導体

                                                  
3 Simchi-Levi，D，kaminsky，Simchi-Levi，E.（2000）p.1. 
4 伊佐田・小林（2001）p.207. 
5 組織間マネジメントの視点については、加登（2000）が、SCMにおける組織マネジメントの
可否が今後の日本企業の競争力に及ぼす影響が大きいと指摘している。 
6 竹村（2007）は、生産財商社の研究はわが国ではほとんどなく理論的蓄積もないことを指摘
している。 
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商社が取引に関わっていることを明らかにしているが、生産の視点からの分析であり、生

産財商社に着目したものではない。 

学術的な研究蓄積が少ない中、生産財商社に着目しているのが Narus and Anderson（1987）、

Anderson and Narus（1990）である。彼らは生産財商社の役割について、取引を通じた信頼

により顧客を満足させ、協調関係を実現することであると述べている。また、竹村(2007)

は、生産財商社について、生産財企業としてメーカーと同様に顧客と長期安定的取引を実

現させること、そして仕入先である生産財メーカーが、彼らの顧客との長期安定的取引を

実現に向け介在していく 2つの目標があると指摘している。このような中で、電機業界に

おける生産財商社である部品商社について着目し、定義を試みているのが遠藤（2008）で

ある。遠藤（2008）は、部品商社の特徴として、半導体商社のようにある特定の分野に注

力した事業を展開していることが特徴であると述べており、メーカーと資本関係のある

商社（以下、資本系列系商社）と特に資本関係のない商社（以下、独立系商社）の 2つに

分類できることを明らかにしている。そして、これまでの先行研究や代表的な部品商社で

ある黒田電気、稲畑産業等が目指す役割や機能から部品商社の定義を次のように試みてい

る。「これまでの商社の枠組みを超え、メーカー機能や加工機能を有し、これまでメーカー

が有していた機能や役割の一部を担うことで、新たな付加価値を創造し、顧客に提供して

いくこと」7である。 

本章では、SCMの概念の整理と生産財商社として電機業界における部品商社の特徴や定

義を確認してきた。SCM論ではモノや情報の流れを見ることが主目的で、具体的に「誰が

川上で関与し、誰が川下で関与するのか」というビジネスプレイヤーの視点ではほとんど

論じられておらず、生産財商社にも着目していない。これまで別々のものとして論じられ

てきた SCM論、生産財商社について、液晶パネル産業における液晶部材取引のサプライ

チェーンを部品商社の視点で分析することにより、サプライチェーンにおいて機能してい

る生産財商社の存在を SCM論に接続することを試み、サプライチェーンにおける生産財

商社の役割を明らかにする。 

 

2．液晶部材 
 本章では、液晶部材取引の中核をなしている液晶パネルとそれを構成する部材に焦点を

当て、その構造と市場動向を概観する。 
液晶の歴史を簡単に振り返ると、世界で初めて液晶をディスプレイに使用したのは、シ

ャープが 1973年に発売されたポケッタブル電卓である。その後、電卓、デジタル・ウオッ

チを中心に本格的に事業化され、今日では「デジタル家電製品」のほとんどに使用される

ほどに急速な発展を遂げている8のは、周知のとおりである。 
 

                                                  
7 遠藤（2008）参照。 
8 液晶パネルの発見、開発の歴史については、沼上（1999）が詳しい。 
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2.1液晶パネルを構成する部材 
液晶パネルは、大きく TFT型液晶パネルと STD型液晶パネルに分けることができる。

TFT型液晶は、非結晶シリコンによる能動素子を用いており、アクディブマトリクス型

（TFT-LCD）とも呼ばれている。STD型液晶は、ネオマティク液晶を使用し、能動素子の

ない単純マトリクス型（STD-LCD）あるいはパッシブマトリクス型とも呼ばれている。TFT

型は高画質で、STD型は低コスト、低消費電力が特徴として挙げられる。 

次に液晶パネルの構造について図 1に示す。その構造は、「液晶材を閉じ込めた 2枚のガ

ラス基板と一方向に移動する光のみを通過させる偏光板をそれぞれ 2枚のガラス基板上に

貼り付け、2枚のガラス基板の下側に冷陰極管を利用したバックライトと呼ばれる光源、

及び LCD（液晶ディスプレイ）を制御するコントローラー回路や駆動回路等の電子回路を

載せたプリント基板、光源を制御するインバータ回路などを備えている。」9。 
液晶パネルを構成する部材について、市場規模の観点から見るとカラーフィルターが最

も大きく、次にバックライトが続き、偏光板とガラス基板の市場規模がほぼ同じであると

言われており、価格面で見ると、カラーフィルター、バックライトユニット、偏光板、ガ

ラス基板、液晶駆動用 ICの 5つの部材が重要である10。これらの液晶部材については、い

ずれも日本企業が高いシェアを誇っている。 
 

図 1 液晶パネルの構造 

 
出所）鈴木八十二（編）『よくわかる液晶ディスプレイのできるまで』日刊工業新聞社 2005年 p.14。 

 

液晶パネルを構成する部材を具体的に見ていくと、市場規模が最も大きなカラーフィル

ターについては、ガラス基板に赤、青、緑の三原色を微細に印刷し、色を表示するもので

あり、液晶ディスプレイの色付けを決定する重要な部材である。この分野では、凸版印刷、

大日本印刷、住友化学、東レ等の日本企業が圧倒的なシェアを握っている。 

                                                  
9 鈴木（2005） p.14参照。 
10 液晶部材産業については、金（2007）が詳しい。 
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 第二に、バックライトについては、液晶ディスプレイは外部からの光源がないと表示で

きないため、重要な部材の位置付けであると言え、構成部材が多いことが特徴である。導

光板、反射フィルム（シート）、拡散フィルム（シート）、プリズムシート等の光学フィル

ムを貼り付けて組み立て、冷陰極管等の光源を取り付けていく。この分野でも、日本企業

が強さを発揮しており、バックライトの鍵を握ると言われている導光板は、三菱レイヨン

や住友化学、クラレなどが中心となっており、拡散フィルム（シート）は、恵和、ツジデ

ン、きもとの日本企業と韓国の SKCやコーロン等が競い合っている。反射フィルム（シー

ト）については、東レ、三井化学、帝人デュポンフィルムが挙げられ、輝度向上フィルム、

プリズムシートは、住友スリーエムや三菱レイヨンが活躍している。 
 第三に偏光板であるが、偏光板は、液晶パネル 1枚につき 2枚使われる光学フィルムで

ある。自然光を直線偏光に変える素子であり、一般的な機能は入謝する光を直交する偏光

成分の一方のみを通過させ、他方を吸収あるいは反射、散乱により遮蔽するものである11。 
液晶ディスプレイから偏光板を除くと文字や画像を認識することが出来ず、その点におい

て重要な部材であると言える。偏光板においては、日東電工がトップシェアを持っており、

住友化学、サンリッツが続いているが、韓国の LG Chem，LTDが兄弟会社である LPL向

けを中心に供給している。 
 最後にガラス基板であるが、液晶の基盤として使うガラスの種類には、無アルカリガラ

スとソーダライムガラスがあり、TFT液晶においては、TFT作成工程がアルカリイオンに

反応しやすく、これが良品率に悪影響を及ぼすことから、無アルカリガラスが基板に使わ

れている。ガラス基板は、TFT液晶の量産が始まった 1991年頃は、第 1世代サイズであ

ったが、現在は第 8世代サイズが中心なっている。昨年秋にシャープが堺に建設した液晶

パネル工場12には、世界最大の第 10世代13サイズが投入されている。 
 

2.2液晶パネルの市場動向 
2.2.1世界の大型 TFT 液晶パネルの市場動向 

 市場調査会社テクノ・システム・リサーチ（以下 TSR）14によると、2007年の世界の大

型 TFT液晶パネルの生産量は、実積推定で 3億 9,038万枚と報告している。また、用途別

（2007年度実績推定）では、ノート型パソコン向けの需要が急増しており、1億 1,641万

枚、パソコン用モニター向けが 1億 8,032万枚、テレビ向けも大幅に増加し 8,384万枚と報

告している。これを用途別生産面積に転じてみると、テレビ向けがパソコンモニター向け

を抜き、最も生産数の多い機器となっている。 
 次に、TFT液晶パネルのメーカー別生産シェアを確認する。まず大型 TFT液晶パネルの

                                                  
11日東電工株式会社ホームページ 2008年 7月 20日閲覧。 
12 シャープ株式会社 2009年 1月 29日ニュースリリースを参照されたい。 
13 第 10世代サイズ：2,850mm×3,050mm 畳 5畳分といわれている。 
14 市場調査会社テクノ・システム・リサーチ出所のデータは、全て日経マーケット・アクセス
別冊の『デジタル家電市場総覧 2008･2009』に掲載されているものを参照している。 
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生産量枚数別メーカーシェアを表 1に示す。韓国サムスン電子15が No1のシェアを有して

おり 20.4％、それに台湾の AU Optronics16 （AUO）が続き 20.1％、韓国の LG Displayが

19.8％で続いている。日本メーカーではシャープが 3.4％で第 7位となっており、大型 TFT

液晶パネルについては、台湾、韓国メーカーが生産の中心となっていることが分かる。 
 

表 1 TFT液晶パネルメーカー別生産シェア 

韓国サムスン電子 20.4%
台湾 AU Optronics 20.1%
韓国 LG Display　 19.8%
台湾　ChiMei Optoelectronics 12.6%
台湾　Chunghwa picture Tubes 6.9%
台湾　HannStar Display 4.3%
シャープ 3.4%
IPSアルファテクノロジー 0.8%
その他 11.6%  

出所）『デジタル家電市場総覧 2009』日経マーケットアクセス 2008年 p.438。 

 

 大型 TFT液晶パネルで最も生産面積の多い液晶テレビについては、JEITA（電子情報技

術産業協会、以下 JEITA）によると、カラーテレビの 2007年度の総需要は、1億 8,523万

台で、そのうちブラウン管テレビが 9,651万台（前年比 82.3％）、液晶テレビが 7,480万台

（前年比 160.9％）、プラズマテレビが 1,140万台（同 125.3％）17と報告しており、液晶テ

レビが高い伸びを示している。 
 その液晶テレビ向けの大型 TFT液晶パネルのメーカー別の 2007年度生産シェア（実績

推定）について TSRによると、台湾の AU Optronics （AUO）が 21.5％で No1のシェアを

持ち、韓国 LG Displayが 20.7％、同じく韓国のサムスン電子が 19.8％で続いており、シ

ャープが 11.2％で第 5位と報告している。 
また、JEITAは 2012年までの薄型テレビ（10型以上の液晶テレビ・プラズマテレビ）

の世界需要予測を発表しており、それによると 2008年度に 1億台の大台を突破し、2012

年には 1億 8,000万台に達する見込みであるとしている。これは、2007年度比 208.8％とい

う驚異的な伸びを示しており、内訳は液晶テレビが 1億 5,500万台、プラズマテレビが 2,500

万台となり、全世界総需要の 76％が薄型テレビになると予測している18ことから、2008年

度秋以降、サブプライムローンからの世界的な不況があったものの、日本や中国での普及

策が功を奏し、持ち直す傾向が見られており、今後大型 TFT液晶パネルについては、ます

                                                  
15 ソニーとの合弁会社である S-LCDを含む。 
16 2006年 10月に合併した Quanta Display（台湾）を含む。 
17 『電波新聞』2008年 2月 22日。 
18 『化学工業日報』2008年 2月 25日。『日経産業新聞』2009年 1月 5日によると、米調査会
社のディスプレイリサーチは、2010年の液晶テレビの世界出荷台数が前年比22％増の1億7,100
万台になる見通しだと発表している。 
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ます需要が拡大することが予想される。 
 

2.2.2 世界の中小型 TFT 液晶パネルの市場動向 
中小型液晶パネルについて、主な用途として携帯電話、デジタルカメラ、携帯型ゲーム

機、ビデオカメラ、PDA、車載モニター、携帯型 DVDプレーヤー、簡易型ナビゲーショ

ンシステム等があるが、TSRによると、携帯電話向けが圧倒的に多く、その需要は 9億 4,560

万台と報告している。 
世界の中小型 TFT液晶パネルの生産量については、同じく TSRによると、2006年度実

績推定で 9億 3,600万枚、2007年度は 11億 8,100万枚と予測している。そのうち、生産量

が圧倒的に多い携帯電話向け TFT液晶パネルのメーカー別生産量シェアについては、シャ

ープが No1で 19％、それを東芝松下ディスプレイテクノロジー19（以下、TMD）とエプ

ソンイメージングデバイス20が 15％で続いている。その他デジタルカメラ向けでは、

STLCD21が 27％、台湾 AU Optronics （AUO）が 19%、カシオ計算機が 17％となっている。 
中小型液晶パネルを生産するメーカーは大型 TFT液晶パネルメーカーと顔ぶれが大き

く変わり、シャープ、TMDやエプソンイメージングデバイス等の日本企業が中小型で強み

を持っていることが分かるが、ここにきて再編活動が活発になりつつある。 
 
3. 部材メーカー、部品商社、パネルメーカーにおける 3者間関係 
本章では、液晶パネルを構成する部材取引における部材メーカー、部品商社、パネルメ

ーカーの 3者間関係について、サプライチェーン全体を範囲としながら、主に部品商社の

視点で分析をしていく。液晶部材取引は、部材メーカーとパネルメーカーによる直接取引

関係と、商社が介在する取引の 2つに大きく分類できることはすでに述べたとおりである

が、さらに商社が介在する取引を深堀すると、部材メーカーと資本関係のある部品商社（以

下、資本系列部品商社）が介在した取引と部材メーカーと特に資本関係のない独立系部品

商社（以下、独立系部品商社）が介在した取引に分類することができる。本章では、主に

部材メーカーと資本関係のある資本系列部品商社が介在した取引を中心に分析し、部材メ

ーカーと資本関係のない独立系部品商社の取引にも触れることとする。 
 
 
 
                                                  
19 パナソニックが保有する株式を東芝が買い取る株式譲渡契約を締結し、2009年 4月 28日
に東芝グループの完全子会社となり、社名を「東芝モバイルディスプレイ」と改めた。 
20 エプソンイメージングデバイスが推進する中・小型TFT液晶ディスプレイ事業の一部を2010
年度にソニーモバイルディスプレイに譲渡する予定をしている。 
21 STLCDは、ソニーと豊田自動織機の合弁会社である。2007年 12月 1日にエスティ・エルシ
ーディ（株）とエスティ・モバイルディスプレイ社が経営統合しソニーモバイルディスプレイ

を設立。出資比率はソニー86％、豊田自動織機 14％。2009年 3月 31日までにソニーの完全子
会社となった。 
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 3.1 資本系列部品商社が介在した取引関係 
  3.1.1 資本系列部品商社の概要 
本章では、部材メーカーと資本関係のある部品商社として共信株式会社22（以下、共信）

を取り上げていく。共信は 56年に及ぶ歴史で培われた信頼と確かな情報力を活かし、「情

報力」「対応力」「提案力」を磨き、お客様により満足いただける「ベストソリューション・

プロバイダー」を目指す、主にエレクトロニクス関連製品を取り扱う部品商社である。 
共信は、1950年 11月に大阪市に創立された。創立時より、日東電工の特約店の権利を

有しておりその後、1953年に資本金を増資する際に、日東電工より資本導入を行い、資本

関係の上でも強い関係となり、2001年に日東電工の連結子会社となった。 
事業内容は、日東電工の販売代理店であることから、日東電工の製品を中心に液晶関連

製品、エレクトロニクス関連製品、自動車関連製品、産業資材関連製品等の販売･加工を行

っている。資本金は 7億 67百万円（2007年 3月期）、従業員数は連結で 1,200名（2006年

10月）である。また、2007年連結業績は、売上高 1,008億 68百万円、営業利益は、25億

02百万円（2007年 3月期）である。グループ会社数は 15社（2006年 10月現在）である。 
次に売上構成（2007年 3月期単体）を見ると、事業部別では、本稿で取り上げる液晶関

連製品を主に取り扱う液晶事業部 329億 64百万円、エレクトロニクス事業部 179億 15百

万円、自動車事業部 121億 07百万円、産業資材事業部 109億 33百万円となっており、液

晶関連製品が全体の 44.6%を占めている。 
液晶関連製品においては、主に日東電工の液晶表示用偏光板を取り扱い、その他バック

ライト関係の製品の販売・加工を行っている。共信における液晶事業については、日東電

工と同じく 30年以上の歴史を持ち、大手パネルメーカーの電卓用液晶への偏光板糊引き事

業でのかかわりが始まりであった。その後、1976年に日東電工が液晶表示用偏光板を製品

化し、共に取り組むこととなった。そして、1980年代には韓国の液晶メーカーへの営業を

始め、三星電子、LG電子等へ拡販活動を通じて販売を拡大させ、日本においても大手家

電メーカーとの取引を行うようになった。2000年以降はデジタル家電の台頭により、日東

電工と同じく、事業を急速に拡大させ、2001年の日東電工の連結子会社化により、さらに

歩調を合わせるように、パネルメーカーの海外進出に合わせ、韓国では、日東電工、韓国

液晶メーカーと協力し、液晶表示用偏光板の安定供給を目指し工場を設立し、中国におい

ては販売拠点として香港、上海等に進出し、取引メーカーの要求に迅速に応えるべく、拠

点網を構築し、組織能力を高めている。 
 
 
 

                                                  
22 日東電工グループ内の販売機能統合を目的に、共信株式会社は、2007年 7月に日東電工と
経営統合したため、この事例はそれ以前を捉えたものである。経営統合に伴い、日東電工製品

以外の取り扱い製品の取引については、一部撤収したものもあるが、他社への譲渡等により事

業は継続している。 
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  3.1.2 製品納入から見た部材メーカー、部品商社、パネルメーカーの 3者間関係 
 本節では、資本系列部品商社が介在した取引関係に焦点を当て、部材メーカー23、部品

商社、パネルメーカーの具体的な取引を部品商社である共信を軸として、製品納入の視点

から 3者間関係を分析する。 
 図 3.は、製品納入の視点から見た部材メーカー、部品商社、パネルメーカーの 3者間関

係を資本系列部品商社が介在した取引関係と独立系部品商社が介在した取引関係を図示し

たものである。本節では、左側の資本系列部品商社が介在する取引関係を見ていくことと

する。 

 

図 2 製品納入から見た部材メーカー、資本系列部品商社、パネルメーカーの 3者間関係 

 

出所）筆者作成。 

 
 はじめに、①の取引関係については、部品商社である共信が、部材メーカーである日東

電工より製品を仕入れ、パネルメーカーに納入するケースである。日東電工は販売代理店

制度を採用しており、国内においては基本的に販売代理店を通じた取引24を行っている。

共信も日東電工の連結販売子会社でありかつ販売代理店の一社である。日東電工は、液晶

表示関連事業が基幹事業の位置付けであり、国内においては共信が、液晶表示関連製品を

                                                  
23 部材メーカーとして共信の親会社である日東電工を取り上げる。日東電工は、1918年に電
気絶縁材料の国産化を目的に創業した。この電気絶縁材料の事業で培った、高分子合成技術と

粘着加工技術をコア技術とし、粘着テープ、フィルムに強みを持ち、主に電子部品、工業材料、

医療衛生材料等を中心に事業を展開している。本稿で取り上げている液晶材料関連では、偏光

板関係でトップシェアを誇っている。2009年 3月期の連結売上高は、5,779億 22百万円。 
24 2007年 7月の日東電工グループ内の販売機能統合により、連結販売会社（3社）と経営統合
したことにより、日東電工の直販比率は高まっているが、販売代理店を経由した取引も存在し

ている。 
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主に取り扱う役割を担った販売代理店として活動をしており、金額ベースでは約 20％の取

り扱いをしている。共信は、パネルメーカーからの発注に基づき、日東電工から製品を仕

入れ、パネルメーカーに納入をしている。顧客であるパネルメーカーの要望に応えるため

に、在庫機能を有し、日東電工の生産リードタイムとパネルメーカーの納期を調整する役

割も担い、VMI（Vender Managed Inventory）対応も行っていた。ここで主に取引されて

いる製品は、本稿で展開している液晶部材に焦点を絞ると偏光板や位相差フィルム等であ

る。日東電工、共信、パネルメーカーともに液晶事業が基幹事業の位置付けであることか

ら、①における取引において、部品商社を軸に部材メーカーと部品商社、部品商社とパネ

ルメーカー、そして部材メーカーとパネルメーカーの 3者間関係はかなり強いものである
と言うことができる。 
 次に②の取引関係を見ていくこととする。②においては、日東電工以外のメーカーの製

品（以下、他社仕入品）を共信が仕入れ、パネルメーカーに販売しているケースである。

詳しくは次章で述べるが、共信は商社機能を有した販社であり、日東電工の販売代理店で

ありながら幅広い製品を取り扱っており、液晶事業においては、バックライト関連の製品

を多く取り扱っている。なぜならば、2.1 で述べたように液晶パネルに使用されている主
要な材料の中で、バックライトは多様な部材からできており、液晶部材全体に占める割合

も大きい25ことから多くの企業が参入しており、また、共信においても、そこにビジネス

チャンスを見出していたのである。ここで主に取引されている製品は、プリズムシートや

導光板である。日東電工の製品だけでなく、他社仕入品も含め幅広い製品を取り扱うこと

で、製品調達力での魅力と、①、②の取引関係を通じて多くの業界情報を入手することで、

顧客であるパネルメーカーとの関係を①より強固なものにすることを目指していたのであ

る。また、他社仕入品部材メーカーから見た場合に、共信が持つ顧客との強固な関係に魅

力を感じ、顧客に自社の製品を納入すべく、共信が持つ商権を活用し顧客に製品をＰＲす

ることで、スペックイン活動26を行っていたのである。また、液晶パネル生産には、多様

な部材が必要となるが、パネルメーカーは部材調達にかかる業務負荷等のコスト低減を試

みる。その機能を部品商社が担う動きが見られ、本事例では、液晶関連製品を主に扱う部

品商社である共信が、その機能を活かし、パネルメーカーに代わって製品を仕入れ、パネ

ルメーカーに販売する（以下、購買代行）取引形態も存在していた。パネルメーカーにと

っては、調達に関わる負荷を軽減でき、部品商社にとっては、この取引を通じてさらにパ

ネルメーカーとの関係を強化することができる。②の関係においても部品商社を軸に他社

仕入品メーカーと部品商社、部品商社とパネルメーカー、他社仕入品メーカーとパネルメ

ーカーが強い関係で結ばれていた。 
 最後に、④の取引関係を見ていく。④においては、製品を顧客にそのまま納めるのでは

                                                  
25 小林（2008）によると、バックライトの世界市場は、2007年で 1兆 4,000億円近いと推測し
ている。 
26 製品に採用される（設計図面にて品番指定される等）のことを目指して行う活動を称してス
ペックイン活動と呼んでいる。 
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なく、顧客であるパネルメーカーのニーズに合わせた形に複合加工あるいは組立を行い、

パネルメーカーに販売するケースである。ここでは、顧客より提供を受けた設計用の図面

に従い、加工する際に使用する製品やその原反等の製品を共信が購買を代行する形で様々

な仕入先から加工用原反として仕入れ（③の取引）、加工機能を有するグループ加工会社や

外部の加工会社を通じて複合加工や組立を行う。共信より加工用の製品や原反をグループ

加工会社や外部の加工会社に供給し27、設計用の図面に従い複合加工や組立を行い、出来

上がった加工品（以下、部材加工品）を共信に販売する。そして、最終的に共信がパネル

メーカーに販売をする。製品は①、②の取引と同じように顧客が指定する納品先にデリバ

リーされる。ここで取引されている部材加工品は多岐にわたるが、主なものとしてバック

ライトユニットの組立等に関わる部材加工品である。この部分は部材加工品であるが、メ

ーカー的な立場で製造まで踏み込んだものである。パネルメーカーにおいても主要な事業

への選択と集中や規模の関係で、このような部材加工品は内部に取り込まず、外部で対応

することとし、これまで①や②の取引で信頼を築いてきた共信がその顧客との信頼を活か

し、④の取引においても、主要な役割を担うこととなったのである。また、これら①～④

の取引を通じてパネルメーカーの製品開発状況や業界動向等の様々な情報をキャッチする

ことにより、それらを秘密保持契約に抵触しない範囲で、部材メーカーにフィードバック

したり、逆に業界情報をパネルメーカーに伝えたりすることで、部材メーカーのマーケテ

ィング機能の一助となり、また顧客ニーズに合致する新製品の提案等の営業活動を行うこ

とが出来たのである。 
 

3.2 独立系部品商社が介在した取引関係 
3.2.1 独立系部品商社の概要 

 本節では、独立系部品商社として、黒田電気株式会社（以下、黒田電気）を取り上げる。

黒田電気は、情報通信機器や自動車電装品業界、フラットパネルディスプレイ業界等を中

心に、お客様のニーズに沿った製品や機能を提供することを目指す、独立系エレクトロニ

クス専門の部品商社である。 
 黒田電気は、昭和 22年 3月に大阪にて設立された。設立当初は、ベークライト板等の電

気絶縁材料や化学材料全般の販売等を行っていた。その後も一貫して独立系の立場を守り

ながら現在に至っている。資本金は 65億 45百万円、従業員数は連結で 2,335名（いずれ

も 2009年 3月期）である。2009年 3月期の業績については、売上高 1,573億 36百万円、

営業利益は 43億 69百万円実績である。グループ会社は、製造・加工・販売を併せて、連

結子会社 14社、非連結子会社 10社及び持分法非適用関連会社 1社で構成されている。主

な事業ドメインとしては、フラットパネルディスプレイ分野、自動車分野、情報電子分野

となり、売上構成ではフラットディスプレイ分野にて約 35％、自動車分野では約 16％、情

                                                  
27 部材によっては、共信のグループ加工会社や外部の加工会社が直接部材の仕入れを行うケー
スも存在している。 
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報通信分野は約 14％となっており、本稿で取り上げる液晶関連分野での主な取り扱い製品

は、液晶パネル用光学フィルム、液晶周辺の各種部材、フィルム、バックライト等の液晶

関連加工品、液晶配向膜用特殊印刷版等である28。 

 

 3.2.2 資本系列部品商社と独立系部品商社が介在した取引関係の違い 
 図 3は、独立系部品商社である黒田電気を軸として、部材メーカー、パネルメーカーと

の取引を製品納入の視点で図示したものである。 
 
図３ 製品納入から見た部材メーカー、独立系商社、パネルメーカーの 3者間関係 

 
出所）筆者作成。 

 本節では、部材メーカー、独立系部品商社、パネルメーカーの取引の 3者間関係を論じ

るが、3.1.2で論じた資本系列部品商社が介在した取引との違いに焦点を当て論じる。    
はじめに、①の取引関係については、部品商社である黒田電気が部材メーカーより製品

を仕入れ、パネルメーカーに納入するケースである。独立系商社であるが、実態として部

材メーカーと販売代理店契約等を締結しているケースが多いようである29。パネルメーカ

ーからの発注に基づき、液晶パネル用光学フィルム等を部材メーカーより仕入れ、パネル

メーカーに納入している。独立系部品商社であるが、部材メーカーと特約店契約等を締結

していることから、部材メーカーとの関係は強いものであるということができる。パネル

メーカーから見た場合、部材メーカーが販売代理店契約等に基づき、パネルメーカーと直

                                                  
28 黒田電気株式会社第 74期事業報告書、第 74期有価証券報告書（平成 20年 4月 1日～平成
21年 3月 31日）参照。 
29 黒田電気は、住友スリーエム（株）と工業用テープや電気用テープなどの取扱製品におおい
て特約店基本契約を締結しており、その他住友ベークライト（株）や住友電気工業（株）とも

販売店契約や特約販売契約を締結している。第 74期有価証券報告書（平成 20年 4月 1日～平
成 21年 3月 31日）参照。 
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接取引を行わず、部品商社を介在した取引を行っている場合は、部品商社を軸に部材メー

カー、パネルメーカーの 3者関係が構築されている。 

 資本系列部品商社が介在した、部材メーカーとパネルメーカーの 3者間での取引では、

資本関係のない部材メーカーの製品を他社仕入品として、その取引関係を論じたが、独立

系部品商社が介在した取引では、①の取引について、必ず販売代理店契約等を締結してい

るわけではないことから、3.1.2で論じた①の取引と同等の位置づけとはいえず、また②の

他社仕入品の取引も、独立系部品商社が介在する取引では、そもそもすべてが他社仕入品

の位置付けになることから、①の取引に包含されることになる。ここでは、①が拡大した

形になり、パネルメーカーに代わって製品を仕入れ、パネルメーカーに販売する（以下、

購買代行）取引形態も①の中に含まれることになる。 
 次に④の取引関係を見ていく。④においては、製品を顧客にそのまま納めるのではなく、

顧客であるパネルメーカーのニーズに合わせた形に複合加工あるいは組立を行い、パネル

メーカーに販売するケースである。基本的には 3.1.2で論じた資本系列系部品商社が介在し

た取引関係と同じ流れとなる。顧客より提供を受けた設計図面に従い、加工用原反等の製

品を黒田電気が購買を代行する形で様々な仕入先から仕入れ（③の取引）加工機能を有す

るグループ会社や外部の加工会社を通じて複合加工や組立を行う。黒田電気の場合は、④

の取引でいうと、中小型バックライトに関して、バックライトユニットの事業を行ってお

り、メーカー的な立場での取引関係も含まれることになる。その意味では、④は部材加工

品であるが、二次加工的なものだけではなく、製造部分も取り込んだ取引となる。 

これまでの①の取引を通じて信頼を築いてきた黒田電気がその顧客との信頼を活かし、

④の取引においても、主要な役割を担うこととなったのである。 
本節では、独立系部品商社が介在した 3者関係を資本系列部品商社が介在した取引との

違いに焦点を当て論じてきた。ここでこれまでの議論を整理しておく。資本系列部品商社

が介在した取引関係は、①の取引は資本関係のある部材メーカーから製品を仕入れている

ことから、部材メーカーと部品商社の関係は独立系部品商社の①の取引での部材メーカー

との関係よりも強固なものとなる。なぜならば、独立系部品商社の①の取引では、販売代

理店契約等での契約という形で部材メーカーと関係構築されているケースがあると述べた

が、この関係は資本関係と比較した場合は資本関係の方が強いということを指摘すること

ができるからである。パネルメーカーとの関係を見た場合に、資本系列部品商社は、部材

メーカーと密接な関係でパネルメーカーに対応をしていくが、独立系部品商社の場合は、

部材メーカーと契約上の関係はあるが、より独立系部品商社の対応力が問われることにな

る。 

 次に、②の取引関係について、資本関係のある部品商社が介在する取引では、他社仕入

品として、資本関係のある部材メーカー以外の製品の取引関係を論じたが、独立系部品商

社の取引関係を見ると、独立系部品商社の場合は、そもそもすべてが他社仕入品の位置付

けになることから、①の取引に包含されることになり、パネルメーカーの代わりとなり製
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品の仕入れを行う購買代行取引について、資本系列部品商社の取引では②となり、独立系

部品商社の取引では、①の取引に含まれることとなる。 

 最後に、④の取引関係についてであるが、この取引は、前節で論じたように両社同じよ

うな取引関係となっており相違はあまり見られないが、それぞれの企業を見てみると、黒

田電気はバックライトユニット事業を手掛けており、共信も同じようにバックライト関係

のビジネスを行っているが、黒田電気の方がよりメーカー的な立場でビジネスを行ってい

るようである。 

本章では、液晶部材取引におけるサプライチェーンを検討した。具体的には、部品商社

を軸とした部品メーカーとパネルメーカーの 3者間の取引関係を明らかにし、ビジネスプ

レイヤーとして誰が関わり、どのようにして長期安定的な取引関係を構築してきたかにつ

いて、資本系列部品商社である共信および独立系部品商社である黒田電気について、それ

ぞれの取引関係を分析し、その違いも明らかにした。両社とも共通していることは、部品

商社を軸とした①～④の取引を通じて、部材メーカーとパネルメーカーそれぞれにおける

信頼関係を強固なものとし、3 者間において長期安定的取引な取引関係を構築してきたこ

とである。 
 
 4. 部品商社への期待とその役割 
  4.1 顧客及び仕入先からの期待 
本節では、部材メーカーと資本関係のある部品商社である共信の事例をもとに、液晶部

材におけるサプライチェーンの中で、部品商社が部材メーカーとパネルメーカーとの間で、

具体的にどのように期待され、どのような役割を果たしてきたのかについて分析する。 
 はじめに、顧客からの主な期待として、電気絶縁材料、エレクトロニクス、液晶材料関

係を扱う専門商社として、①日東電工を中心とした有力な仕入先のネットワークを活かし、

顧客のニーズに沿った製品の供給（日東電工製品、他社仕入品、部材加工品等）や品揃え

（プロセス材、工程材、出荷材等）、そして、業界情報の提供。②国内、海外における多く

の拠点を活かした、グローバルネットワークによりデリバリーや営業対応等のきめ細かな

サービス対応を期待されていたことが挙げられる。 
 次に、他社仕入品部材メーカーからの主な期待として、③パネルメーカーをはじめとす

る多くの有力な顧客を持つ共信の商権に対する魅力や業界情報の提供。④として、②と同

様に国内、海外における多くの拠点をグローバルに結んだネットワークを活かしたデリバ

リーや販売代理を期待されていたことが挙げられる。 
 

4.2 部品商社が果たした役割 
次に共信が具体的に果たした役割を行動の視点から分析し、機能面での整理を行う。 

はじめに、共信が具体的に果たした役割を行動から分析すると、パネルメーカーの顧客を

中心に、エレクトロニクス系、自動車系の多くの顧客に対して、日東電工をはじめとする
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多くの仕入メーカーのネットワークを活かした充実した品揃えの中から、顧客ニーズに合

致した日東電工製品、他社仕入品、部材加工品等の提案及び販売を行ってきた。また、前

節で分析した①～④の関係を通して、業界における豊富な情報を収集し、その提供を行っ

てきたのである。例えば、顧客からのニーズに合致した製品を供給するために、その製品

が日東電工で規格化されていなかった、あるいは品質、コスト、納期面で対応が難しかっ

た場合も、共信が持つネットワークを活かし、他社仕入品メーカーの製品で供給すること

が可能であるならば、積極的に販売することで、商権を獲得し顧客との信頼関係をより強

くすることを優先した。まず商権を獲得することが最優先で、そうしておくと、後々日東

電工が製品を開発した際にその商権を活かすことが出来ることも視野に入れた行動である。 
 また、共信は国内、海外に多くの営業拠点、加工拠点を設立し、組織能力を高めてきた。

そしてこれらのグローバルなネットワークを活かし、製品のデリバリーや顧客へのきめ細

かな営業対応を行ってきた。今や多くの企業は、グローバルにビジネスを展開しているが、

日本企業においては国内で開発し、量産を海外で行う場合が多い。そうしたことから、ま

ず、顧客の国内の研究、開発部隊に対しスペック活動を行い、製品に採用していただき、

設計図に反映していただく。そして、海外で量産する際には、共信が持つグローバルな営

業拠点、加工拠点を活かし、国内の営業活動を通じてつかんだ情報を迅速に海外と連携し、

量産に備えた準備を行い、実際に海外での量産が始まる際に製品のデリバリーや営業活動

を通して顧客をサポートしていくのである。 
 具体例として、共信 55周年の社史には次のようなことが述べられている。「1990年代半

ばに液晶業界が急速に拡大し、偏光板の売上が飛躍的に増加し当社の主力製品に成長した。

偏光板売上で築きあげた信用と実績を基に、工程材や保護材、偏光板貼り付け装置等など

の液晶周辺部材の販売を行うことになり、偏光板を中心とした液晶関連ビジネスは当社の

基幹事業としての陣容を整えた。その後液晶用バックライトの輝度向上に不可欠な特殊光

学フィルムを販売する中で、Ａ社のプリズムシートの販売権を取得することができ、液晶

周辺材料の品揃えをさらに多様なものとすることができた。」 
 また、グローバルネットワークを活かした具体例として、「1980年代から 1990年代半ば

にかけて当社は、シンガポール、マレーシア、香港、フィリピンなどを主として南アジア

地区に営業拠点、生産拠点を相次いで設置し、同地区での販売拡大を目指してきた。こう

したなか、南アジア地区での加工部材の供給能力拡充と自動車業界の成長が著しいタイで

の生産・販売拠点を確立するため 1999 年 10 月に共信タイを設立した。事業内容は HDD

関連（絶縁シールド加工品）、液晶関連（マイクロポリマーシート）、自動車関連（ワイヤ

ーハーネス結束用プロテビニール）、消費財関連（テープ裁断加工品）、クリーンルーム（ク

ラス 10,000）での精密加工および液晶周辺部材組立などである」と記されている。 
 これまでの分析から、共信がグローバルな視野で仕入先との連携や営業拠点・加工拠点

の拡充を顧客の視点で行い、組織能力を高めることで顧客からの期待・仕入先からの期待

に応えてきたことが明らかとなった。 
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 これまで共信が具体的に果たした役割を行動から分析してきたが、これらを機能面で整

理しておく。遠藤（2008）、遠藤（2009）では、部品商社が有している機能として、大きく

4 つの機能に分けることができると指摘している。本稿では、その指摘に従い、議論を進

めることとする。 
第 1に日東電工及び他社仕入品メーカーの製品の販売代理機能が上げられる。これは顧

客へのアフターサービス等も含むものである。第 2に顧客へのグローバルでの購買代行機

能が挙げられる。第 3にそれらを具体化するために必要な商社機能が上げられ、本稿では、

岩谷・谷川（2006）が商社において最も価値があると指摘している 6つの機能である①市

場開拓機能、②情報収集機能、③マーケティング機能、④物流機能、⑤取引機能、⑥リス

クマネジメント機能を部品商社における商社機能と定義する。共信においてもこれまでの

分析から顧客、仕入先と長期安定的な取引関係を構築してきたことからも、それらの機能

を有していたといえる。第 4に二次的な加工機能である。この機能については、以前は外
部の加工会社を通して持っていた機能であるが、組織能力を高める過程で内部にもその機

能を有し、グループ内と外部の加工会社から顧客からのニーズに対し、技術、品質、コス

ト、所有する設備等を見極め、加工先を選定していた。④の取引の中で、バックライトユ

ニット関係の事業を行っていたことから、製造部分の機能も含まれることになる。 
 本節では、資本系列部品商社である共信の事例をもとに、その役割を顧客及び仕入先か

らの期待を具体的な行動面で分析し、それを機能面で整理した。ここでは、共信がグロー

バルな視野で仕入先との連携や営業拠点・加工拠点の拡充を顧客の視点で行い、組織能力

を高めることで顧客からの期待・仕入先からの期待に応えてきたことが明らかとなった。 
また部品商社の定義とした「これまでの商社の枠組みを越え、メーカー機能や加工機能

を有し、これまでメーカーが有していた役割や機能の一部を担い、そこで、新たな付加価

値を創造し顧客に提供していく」ことが、部品商社を軸とした部材メーカー、部品商社、

パネルメーカーの 3者関係の分析より、資本系列系部品商社である共信及び独立系部品商

社である黒田電気において、前節、本節における分析から、部品商社としての特徴を有し

ていることが明らかとなった。 
 
 5．3者間関係の分類 
 3 章、4 章において、部材メーカー、商社、パネルメーカーの 3 者間関係について、製

品納入の視点からの分析とその 3者間関係の軸となっている部品商社の役割を行動から分

析し、機能面で整理を行った。本章では、これまでの議論をもとに、液晶部材における部

材メーカー、部品商社、パネルメーカーの関係について製品納入の視点で整理を試みる。 
 具体的な取引関係については図 2、図 3 で示しているためここでは議論しないが、その

関係を製品納入の視点で資本系列部品商社の場合と独立系商社の場合の取引をパターン化

したものが図 4である。遠藤（2008）は、液晶部材取引は、部材メーカーとパネルメーカ

ーの直接取引関係と商社を介在する取引関係の大きく 2つに分類することができると指摘
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しているが、本稿でのこれまでの議論により、さらに商社が介在する取引を資本系列部品

商社が介在する取引と独立系部品商社が介在する取引の 2つに分けることを明らかにして

いる。 
遠藤（2008）は、部材メーカーとパネルメーカーの直接取引の場合と、資本系列部品商

社を介在した取引で、製品納入の視点で分類すると 6つのパターンが考えられることを明

らかにしている。本節では、独立系部品商社が介在する取引を見ていくこととする。部材

メーカーとパネルメーカーの直接取引の場合と、独立系部品商社を介在した取引で、製品

納入の視点で分類すると 5つのパターンが考えられる。パターン 1は、部材メーカーが直

接パネルメーカーにデジタル製品向け部材を納入する場合であり、資本系列部品商社が介

在する場合と同様である。パターン 2は、部材メーカーのデジタル製品向け部材の納入を

表した図 4の①の関係を示している、独立系部品商社の場合は、そもそも全てが他社仕入

品の位置づけとなる。部材メーカーと販売代理店契約等を締結している場合も存在するが、

それらを含めてパターン 2とする。そのため、独立系部品商社が介在する取引ではパター

ン 3が存在しないことになる。そして、パターン 4については部材加工品の納入を表し同

図の④の関係を示している。パターン 5はメーカーの調達を代行する購買代行品の納入を

表し、これは同図の②の関係の発展形である。パターン 6は組立品を表し、同図の④の発

展形となる。部材メーカーとパネルメーカーの直接取引の場合と部品商社を介在する場合

での違いについて見ると、パネルメーカーからの視点では、部材メーカーとの直接取引の

場合は、その部材メーカーのデジタル製品向け部材のみを購入することになり、それ以外

の製品については、購入することができない。その他の製品については、パネルメーカー

は別途他メーカーとの取引により調達することになる。それに対し、部品商社が介在する

場合は、これまでの議論から明らかなようにパネルメーカーが必要とする様々なデジタル

製品向け部材を部品商社が持つネットワークを通して、品揃え等を行い、パネルメーカー

は部品商社と取引を行うことで、その要求を満たすことができる。 
以上のように、これまでの議論から、液晶部材市場におけるデジタル製品向け部材取引

について、部材メーカーとパネルメーカーによる直接取引と商社が介在する取引を行う場

合で見ると資本系列部品商社が介在する取引では、6 パターンに分類することができ、独

立系部品商社が介在する取引では、5 パターンに分類することができることが明らかとな

った。 
 
 
 
 
 
 
 



 

 19

図４ 製品納入の視点から見た 3者間関係の分類 
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出所）筆者作成。 

 

 

 おわりに 

 本稿では、液晶パネル産業における液晶部材取引を分析対象とし、一般的に部品商社と

呼ばれる生産財商社に焦点を当て、部材メーカー、部品商社、パネルメーカーを中心とし

たサプライチェーンのありようを考察した。 
 液晶部材取引は、部材メーカーとパネルメーカーとの直接取引関係と商社を介在すると

取引の 2つに大きく分類され、さらに、資本系列部品商社が介在する取引と独立系部品商
社が介在する取引が存在する。それぞれの部品商社がサプライチェーン上で主体的に機能

することで、部材メーカー、パネルメーカーと長期安定的な関係を構築し、液晶パネル生

産における重要な役割を果たしている。具体的には、サプライチェーン間での部材の品揃

えや安定供給を行うこと、あるいはすり合わせ頻度が高い商材において主体的に調整に入

ることで、業務や取引の流れを円滑にし、SCMの利益最大化に結びつけるための潤滑油的

な役割・機能を果たしてきた。だからこそ生産財商社がサプライチェーンにおいて存在し

ているのである。 
本稿では、具体的なビジネスプレイヤーである部品商社の視点から液晶部材取引の構造

をより正確に捉え、サプライチェーンおける生産財商社の役割を明らかにした。そして、

これまで具体的なビジネスプレイヤーの役割や機能に研究の重点が置かれてこなかった

SCM論に対し、新たな視点を提示した。しかし、本稿では液晶部材取引におけるサプライ

チェーンの分析から SCM論に対する新たな分析の可能性を言及したにすぎない。具体的

なキープレイヤーである商社の視点から SCM論における新しい分析視角の可能性につい

て検討することは今後の課題としたい。 
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